
（
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求を

いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提

供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第69回定時株主総会資料

●連結計算書類の注記

●計算書類の注記

第69期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社



[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記]

　１． 連結の範囲に関する事項

　　　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

　　　 ①連結子会社の数　　　　　13社

　　　 ②連結子会社の名称

　　　 SEMITEC（HONG KONG）CO.,LTD、石塚国際貿易（上海）有限公司、

　　　 SEMITEC TAIWAN CORP.、石塚感応電子（韶関）有限公司、

　　　 江蘇興順電子有限公司、石塚感応電子（深圳）有限公司、

　　　 SEMITEC KOREA CO.,LTD、Thai Semitec Co.,Ltd、

　　　 SEMITEC ELECTRONICS PHILIPPINES INC.、SEMITEC USA CORP.、

　　　 SEMITEC Europe GmbH、SEMITEC ELECTRONICS VIETNAM CO.,LTD.、

　　　 SEMITEC ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED

　　　 全ての子会社を連結しております。

　２． 持分法の適用に関する事項

　　　 関連会社及び非連結子会社がないため、持分法の適用はありません。

　３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　 連結子会社のうち、江蘇興順電子有限公司、石塚国際貿易（上海）

　　 有限公司、石塚感応電子（韶関）有限公司、石塚感応電子（深圳）

　　 有限公司の決算日は12月31日であります。

　　　 連結計算書類の作成にあたって、連結決算日に実施した仮決算に基づ

　　 く計算書類を使用しております。
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　４． 会計方針に関する事項

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　　　　時価法

　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

　　　　　　　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）

　　　　　市場価格のない株式等

　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　　　デリバティブ　　　時価法

　　　③　棚卸資産

　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については、

　　　　　　収益性の低下による簿価切下げの方法）

　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　①  有形固定資産　　　　当社は定率法を採用しておりますが、

　　 　(リース資産を除く)　 1998年４月１日以降に取得した建物（建物

　　　　　　　　　　　　　　附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

　　　　　　　　　　　　　　に取得した建物附属設備及び構築物について

　　　　　　　　　　　　　　は、定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　在外連結子会社は、主として定額法を採用して

　　　　　　　　　　　　　　おります。

　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

　　　　　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　　10～50年

　　　　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　　５～10年

　　　②  無形固定資産　　　　定額法によっております。

　　　 (リース資産を除く）　　なお、自社利用のソフトウェアについては、

　　　　　　　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づいて

　　　　　　　　　　　　　　おります。
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　　　③  リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に
　　　　　　　　　　　　　　係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
　　　　　　　　　　　　　　する定額法によっております。

 　 (3) 重要な引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

　　　　　実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

　　　　　能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

　　　　算し、換算差額は損益として処理しております。

　　　　　なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

　　　　より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

　　　　し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

　　　　す。

　　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処

　　　　　理を採用しております。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　ヘッジ手段…金利スワップ取引

　　　　　ヘッジ対象…借入金利息

　　　③　ヘッジ方針

　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行って

　　　　　おります。

　　　④　ヘッジ有効性の評価方法

　　　　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の評価

　　　　　を省略しております。
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　　(6) のれんの償却方法及び償却期間

　　　　　のれんの償却については、定額法を採用しており、償却年数は合理

　　　　的に見積もられたのれんの効果が及ぶ期間に基づいております。ただ

　　　　し、金額が僅少な場合は、発生年度において全額償却することとして

　　　　おります。

　　(7) 収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月

31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　当社及び連結子会社は各種センサの製造及び販売を主な事業とし

て、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っています。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点にお

いて、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し、当社の履行義

務が充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代

替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時

から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には出荷時に収益を認識しております。

　また、有償支給取引は買戻し義務を負っていないことから、有償支

給時点では当社の履行義務が充足されないと判断し、引渡時点では当

該支給品の譲渡に係る収益を認識しておりません。

　　(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　　　　重要な退職給付に係る負債の計上基準

　当社は適格退職年金制度を採用しておりましたが、2005年４月１

日付けで同制度を廃止し、確定拠出年金制度へ移行しました。

　この制度移行に伴い、制度終了時点における退職金要支給額を将

来の退職時に支払うこととし、当該金額を基に算定した退職給付債

務を退職給付に係る負債として計上しております。
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　５．会計方針の変更に関する注記

　　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27

　　　号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連

　　　結会計年度の期首から適用しております。

　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正に

　　　ついては、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な

　　　取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

　　　用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい

　　　う。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

　　　ます。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はあ

　　　りません。

　６．会計上の見積りに関する注記

　　　重要な該当事項はありません。
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受 取 手 形 121,337千円

売 掛 金 4,314,728千円

契 約 資 産 ―千円

計 4,436,065千円

建 物 及 び 構 築 物 227,123千円

土 地 495,010千円

計 722,134千円

1年内返済予定の長期借入金 199,992千円

長 期 借 入 金 390,032千円

計 590,024千円

[連結貸借対照表に関する注記]

　１.　受取手形、売掛金及び契約資産の内訳

　２． 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 　(1)担保に供している資産

　　 (2)担保に係る債務

　３． 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　 10,666,067千円
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[連結損益計算書に関する注記]

　　　該当事項はありません。

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]

　１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　　　　　　普通株式 　　　　　　　　　　　　　　　 11,371,600株

　２．当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数

　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　 729,894株

　３．配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

　　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 283,307千円

　　　②１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　  26円

　　　③基準日                          　　　　　2024年３月31日

　　　④効力発生日                        　　　　2024年６月12日

　　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生

　　　　日が翌期となるもの

　　　2025年５月13日の取締役会において、次のとおり決議を予定して

　　　おります。

　　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 425,668千円

　　　②１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　40円

　　　③基準日　　　　　　　　　　　　　　　　　　2025年３月31日

　　　④効力発生日　　　　　　　　　　　　　　　　2025年６月11日
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　４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

[金融商品に関する注記］

　１．金融商品の状況に関する事項

　　(1) 金融商品に対する取組方針

　　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、

　　　　資金調達については銀行借入による方針です。

　　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権

　　　　は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

　　　　当社グループの与信管理に沿ってリスク低減を図っております。

　　　　　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが

　　　　１年以内の支払期日です。

　　　　　長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資等に係る資金調

　　　　達です。

　　　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当

　　　　社グループでは、各社が適時に資金繰計画を作成するなどの方法によ

　　　　り管理しています。
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連結貸借対照
表計上額

時価 差額

長 期 借 入 金 813,268 788,309 △24,959

リ ー ス 債 務 1,236,982 1,196,550 △40,432

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 198,782

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

　　については、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等は、表には含

　　めておりません。（（注）参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　　現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払

手形及び買掛金、電子記録債務、1年内返済予定の長期借入金は、現

金であること及び短期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額

に近似することから、記載を省略しております。

（注）市場価格のない株式

　　　　非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第19号2020年３月31日）第５項に基づ

き、時価開示の対象とはしておりません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 借 入 金 － 788,309 － 788,309

リ ー ス 債 務 － 1,196,550 － 1,196,550

　３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及

　　　び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

　　　　　　　　　　　相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

　　　　　　　　　　　なインプットを用いて算定した時価

　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に

　　　は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定にお

　　　ける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　●長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リ

スクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レ

ベル2の時価に分類しております。

　●リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行っ

た場合に想定される利率を基に、割引現在価値法により算定してお

り、レベル2の時価に分類しております。
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報告セグメント

合計
日本 中華圏

その他

アジア
北米

O A 機 器 371,196 2,724,844 947,180 23,423 4,066,644

家 電 ・ 住 設 999,594 1,053,684 2,477,341 22,007 4,552,627

自 動 車 3,097,721 2,565,282 3,158,390 603,830 9,425,224

産 業 機 器 731,710 1,304,980 186,711 95,552 2,318,955

医 療 80,913 243,124 321 3,005,231 3,329,590

情 報 機 器 25,354 148,021 - 56,423 229,799

そ の 他 116,505 1,082,363 65,440 147,170 1,411,481

顧客との契約から

生 じ る 収 益
5,422,996 9,122,300 6,835,385 3,953,640 25,334,323

外 部 顧 客 へ の

売 上 高
5,422,996 9,122,300 6,835,385 3,953,640 25,334,323

［収益認識に関する注記］

　　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除の金額を表示し

ております。

　　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「[連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記] ４.会計方針に関する事項 (7)収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

［賃貸等不動産に関する注記］

　　該当事項はありません。
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　（1） １株当たり純資産額 　　　　　　　　 2,182円40銭

　（2） １株当たり当期純利益 　　　　　　　　　 291円69銭

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

　（自己株式の取得）

　　当社は、2025年４月25日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の

　規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得

　に係る事項を決議いたしました。

　１．自己株式の取得を行う理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び株主還元の一環とし

　　て、自己株式を取得するものであります。

　２．自己株式の取得に関する取締役会の決議内容

　①取得する株式の種類　：　当社普通株式

　②取得する株式の総数　：　1,200,000 株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

　　　　　　　　　　　　　　　割合：11.28%）

　③取得価額の総額　　　：　1,400,000,000 円（上限）

　④取得期間　　　　　　：　2025年５月14日～2026年３月31日

　⑤取得の方法　　　　　：　東京証券取引所における市場買付
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　　 ①子会社株式 移動平均法による原価法

　　 ②その他有価証券

　　 製品、仕掛品及び原材料 　総平均法による原価法（貸借対照表

価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

　　(1)有形固定資産

　   （リース資産を除く）

定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　     　　  10年 ～ 50年

機械及び装置　　 　５年

工具、器具及び備品 ３年 ～ 20年

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　イ．市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り処理し、売却原価は移動平均法に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より算定）

      ロ．市場価格のない株式等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　２．固定資産の減価償却の方法
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　　(2)無形固定資産

　   （リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年）に基づいております。

　　(3)リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　　(1)貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　　(2)退職給付引当金 　適格退職年金制度を採用しておりま

したが、2005年４月１日付で同制度を

廃止し、確定拠出年金制度へ移行しま

した。

　この制度移行に伴い、制度終了時点

における退職金要支給額を将来の退職

時に支払うこととし、当該金額を基に

算定した退職給付債務を退職給付引当

金として計上しております。

　３．引当金の計上基準
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　　(1)ヘッジ会計の方法 　金利スワップの特例処理の要件を満

たしている金利スワップについては特

例処理を採用しております。

　　(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　 ヘッジ手段 金利スワップ取引

　　　 ヘッジ対象 借入金利息

　　(3)ヘッジ方針 　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。

　　(4)ヘッジ有効性の評価方法

　　　 金利スワップ取引 　金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため有効性の判定を省略し

ております。

　４．ヘッジ会計の方法

　５．収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31

日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。

　当社は各種センサの製造及び販売を主な事業として、顧客との販売契約

に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っています。当該履行義

務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品

に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足されると判断し、引渡時点

で収益を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的

な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である

場合には出荷時に収益を認識しております。

　また、有償支給取引は買戻し義務を負っていないことから、有償支給時

点では当社の履行義務が充足されないと判断し、引渡時点では当該支給品

の譲渡に係る収益を認識しておりません。

　上記に加えて、連結子会社とのロイヤリティ契約に基づいてサービスを

提供する義務を負っています。当該履行義務は、サービスの提供時点で当

社の履行義務が充足されると判断し、四半期単位で契約に定められた一定

の基準で収益を認識しております。
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　６．会計方針の変更に関する注記

　　　(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用)

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27

号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年

度の期首から適用しております。法人税等の計上区分に関する改正につい

ては、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及

び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項

(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会

計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

　７．会計上の見積りに関する注記

　　　　重要な該当事項はありません。

　８．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算方法

　　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換

　　　算差額は損益として処理しております。
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　建　　　物 227,123千円

　土　　　地 495,010千円

　　　計 722,134千円

　１年内返済予定の長期借入金 199,992千円

　長期借入金 390,032千円

　　　計 590,024千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 6,003,524千円

　①短期金銭債権 1,172,957千円

　②短期金銭債務 797,040千円

売上高 2,938,073千円

仕入高 3,744,916千円

　　　営業取引以外の取引による取引高 3,846,545千円

［貸借対照表に関する注記］

　１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　(1)担保に供している資産

　　(2)担保に係る債務

　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

［損益計算書に関する注記］

　　関係会社との取引高

　　　営業取引による取引高
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　　　　　普通株式 729,894株

［株主資本等変動計算書に関する注記］

　　当事業年度末の自己株式の種類及び株式数

［税効果会計に関する注記］

　　(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　　　 　繰延税金資産

　　　 　　未払賞与　　　　　　　　　　　　　　　 　159,070千円

　　　 　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　39,336千円

　　　 　　関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　 185,752千円

　　　 　　ゴルフ会員権評価損 　　　　　　　　　　　　　464千円

　　　 　　棚卸資産評価損　　　　　　　　　　　　　　50,575千円

　　　 　　減損損失 　　　　　　　　　　　　　　　　 29,800千円

　　　 　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　 395,359千円

　　　 　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,283千円

　　　 　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　 880,642千円

　　　 　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　 △880,642千円

　　　 　　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　 　　　　-千円

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　 　7,036千円

　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　 　7,036千円

　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　 　7,036千円

　　(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の

　　　 修正

　　　 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年

　　　 ３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事

　　　 業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　　　 これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれ

　　　 る一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効

　　　 税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　　　 　この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額は187千円増加し、

　　　 法人税等調整額が187千円増加しております。
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退職給付債務 124,798千円

退職給付引当金 124,798千円

利息費用 1,440千円

確定拠出年金掛金 46,782千円

退職給付費用 48,222千円

[退職給付に関する注記]

　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を採用して

　　　おりましたが、2005年４月１日付で同制度を廃止し、確定拠出年金

　　　制度に移行しました。

　　　　この制度移行に伴い制度終了時点における退職金要支給額を将来

　　　の退職時に支払うこととし、当該金額を基に算定した退職給付債務

　　　を退職給付引当金として計上しております。

　２．退職給付債務に関する事項

　　(注)退職給付債務の計算にあたり、簡便法を採用しております。

　３．退職給付費用に関する事項

　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載して

　　　おりません。
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種類 会社等の名称

議決権等の

所有（被所有）割

合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

SEMITEC USA 

CORP.
所有

直接100％

製品販売

役員の兼任

売上 1,891,509 売掛金 304,555

SEMITEC

ELECTRONICS

PHILIPPINES

INC.

所有

直接100％

素子支給・仕入

資金の援助

役員の兼任

素子支給

雑収入

外注加工費

半製品仕入

944,028

3,635

91,480

2,893,015

未収入金

買掛金

294,359

436,772

石塚感応電子

（深圳）

有限公司

所有

間接100％

仕入

役員の兼任

半製品仕入 1,400,888 買掛金 220,733

［関連当事者との取引に関する注記］

（１）子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　 　　　　　 (単位：千円)

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)外注加工費及び半製品仕入につきましては、当社より仕様書・作業標準書等を

提示し、検討の上、決定しております。

(2)売上・有償支給価格は実勢価格等を勘案し、決定しております。

　 なお、有償支給につきましては、現地（国外）で調達が困難な部材を主に支給

　 しております。
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種　類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合％

関連当事者との

関係
取引内容 取引金額 科　目 期末残高

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有する会社

瀬戸電子㈱ 該当なし 製品加工委託 製品加工 16,922 買掛金 1,493

　　１．1株当たり純資産額 1,034円09銭

　　２．1株当たり当期純利益 312円20銭

（２）役員及び個人主要株主等　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

(注1) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

　　　費税等が含まれております。

(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　価格その他の取引条件は、他の外注先と同等の方法により決定しております。

(注3) 議決権については、当社の役員である石塚淳也の近親者が過半数を直接所有し

　　　ております。

[１株当たり情報に関する注記]

[重要な後発事象に関する注記]

　連結注記表の[重要な後発事象に関する注記]に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。
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